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派遣元事業主に対する労働者派遣事業停止命令 

及び労働者派遣事業改善命令について 

 

 東京労働局（局長：増田 嗣郎）は、下記のとおり、労働者派遣事業を営む派遣元

事業主に対して、本日、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護

等に関する法律（昭和 60年法律第 88号。以下「労働者派遣法」という。）第 14条

第２項に基づく労働者派遣事業停止命令及び第 49条第１項に基づく労働者派遣事業

改善命令を行った。 

 

記 

 

第１ 被処分派遣元事業主 

   名 称   株式会社キャリア（代表取締役会長兼社長 川嶋 一郎） 

   所 在 地   東京都世田谷区太子堂四丁目１番１号キャロットタワー 

   許可番号   派１３－３０４４３７（平成 21年７月１日許可） 

 

第２ 処分の内容 

（１）労働者派遣法第 14条第２項に基づく労働者派遣事業停止命令 

（労働者派遣事業停止命令の内容は第４のとおり） 

（２）労働者派遣法第 49条第１項に基づく労働者派遣事業改善命令 

（労働者派遣事業改善命令の内容は第５のとおり） 

  

第３ 処分の理由 

株式会社キャリアは、少なくとも令和４年２月１日から令和６年 10 月１日ま

での間、合計 1,206 人日にわたり、法定の除外事由なく、労働者派遣事業の適正

な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行令（昭和 61 年政令第 95

号。以下「労働者派遣法施行令」という。）第２条第１項第４号に規定する業務

について労働者派遣事業を行っていたものであり、労働者派遣法第４条第１項に

違反したこと。 

担 
 

当 

東京労働局需給調整事業部 

需給調整事業第二課長 田村  好弘 

需給調整事業第二課長補佐 阿 部  聡 

主 任 需 給 調 整 指 導 官 峯  裕見子 

主 任 需 給 調 整 指 導 官 奥 田  一 
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第４ 労働者派遣事業停止命令 

令和７年７月 31 日から令和７年９月 30 日までの間、労働者派遣法施行令第２

条第１項第４号に定める業務のうち、保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第

203 号）第５条及び第６条に定める業務に係る労働者派遣事業（医療法（昭和 23

年法律第 205 号）第１条の５第１項に規定する病院若しくは同条第２項に規定す

る診療所（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律施行規則（昭和 61 年労働省令第 20 号）第１条第２項各号に定めるものを除

く。）、同法第２条第１項に規定する助産所、介護保険法（平成９年法律第 123号）

第８条第 28 項に規定する介護老人保健施設、同条第 29 項に規定する介護医療院

又は医療を受ける者の居宅において行われるもの（介護保険法第８条第３項に規

定する訪問入浴介護及び同法第８条の２第２項に規定する介護予防訪問入浴介護

に係るものを除く。）に限り、派遣労働者の就業の場所が労働者派遣法施行令第２

条第２項に規定するへき地にある場合を除く。）を停止すること。 

 

第５ 労働者派遣事業改善命令の内容  

（１）すべての労働者派遣事業、請負事業、出向等について、労働者派遣法及び職

業安定法の全ての規定に違反していないか総点検を行い、これらに係る違反が

あった場合には労働者の雇用の安定を図るための措置を講ずることを前提に

速やかに是正すること。 

なお、総点検に当たっては、以下の法条項について特に重点的に点検するこ

と。 

・労働者派遣法第４条第１項 

 

（２）上記１の事項を含む労働者派遣法及び職業安定法違反について、その発生の

経過を全て明らかにしたうえで原因を究明し、再発防止のための措置を講ずる

こと。 

 

（３）労働者派遣法、職業安定法等労働関係法令の規定に違反することのないよう、

全社にわたり確実な方法により法令等労働者派遣事業制度の理解の徹底を図

るとともに、遵法体制の整備及び再発防止策の確実な遂行を行うこと。 

 

※労働者派遣法等の関係条文は別添をご参照ください。 
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別添 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和六十年法律

第八十八号）（抄） 

第四条 何人も、次の各号のいずれかに該当する業務について、労働者派遣事業を行つては

ならない。 

一 港湾運送業務（港湾労働法（昭和六十三年法律第四十号）第二条第二号に規定する港

湾運送の業務及び同条第一号に規定する港湾以外の港湾において行われる当該業務に相

当する業務として政令で定める業務をいう。） 

二 建設業務（土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若しくは

解体の作業又はこれらの作業の準備の作業に係る業務をいう。） 

三 警備業法（昭和四十七年法律第百十七号）第二条第一項各号に掲げる業務その他その

業務の実施の適正を確保するためには業として行う労働者派遣（次節並びに第二十三条

第二項、第四項及び第五項において単に「労働者派遣」という。）により派遣労働者に

従事させることが適当でないと認められる業務として政令で定める業務 

２～３（略） 

 

（許可の取消し等） 

第十四条 厚生労働大臣は、派遣元事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第五条

第一項の許可を取り消すことができる。 

一 第六条各号（第五号から第八号までを除く。）のいずれかに該当しているとき。 

二 この法律（第二十三条第三項、第二十三条の二、第三十条第二項の規定により読み替

えて適用する同条第一項及び次章第四節の規定を除く。）若しくは職業安定法の規定又

はこれらの規定に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

三 第九条第一項の規定により付された許可の条件に違反したとき。 

四 第四十八条第三項の規定による指示を受けたにもかかわらず、なお第二十三条第三

項、第二十三条の二又は第三十条第二項の規定により読み替えて適用する同条第一項の

規定に違反したとき。 

２ 厚生労働大臣は、派遣元事業主が前項第二号又は第三号に該当するときは、期間を定め

て当該労働者派遣事業の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 

（改善命令等） 

第四十九条 厚生労働大臣は、派遣元事業主が当該労働者派遣事業に関しこの法律（第二十

三条第三項、第二十三条の二及び第三十条第二項の規定により読み替えて適用する同条第

一項の規定を除く。）その他労働に関する法律の規定（これらの規定に基づく命令の規定

を含む。）に違反した場合において、適正な派遣就業を確保するため必要があると認める

ときは、当該派遣元事業主に対し、派遣労働者に係る雇用管理の方法の改善その他当該労

働者派遣事業の運営を改善するために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

２（略） 

 

（権限の委任） 
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第五十六条 この法律に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところによ

り、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行令（昭和六十

一年政令第九十五号）（抄） 

第二条 法第四条第一項第三号の政令で定める業務は、次に掲げる業務（当該業務について

紹介予定派遣をする場合、当該業務に係る労働者派遣が法第四十条の二第一項第四号又は

第五号に該当する場合、第一号及び第三号に掲げる業務、第四号に掲げる業務（保健師助

産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第五条及び第六条に規定する業務並びに診

療放射線技師法（昭和二十六年法律第二百二十六号）第二十四条の二に規定する業務及び

臨床検査技師等に関する法律（昭和三十三年法律第七十六号）第二十条の二第一項に規定

する業務に限る。）並びに第七号に掲げる業務に係る派遣労働者の就業の場所がへき地に

ある場合並びに第一号に掲げる業務に係る派遣労働者の就業の場所が地域における医療の

確保のためには同号に掲げる業務に業として行う労働者派遣により派遣労働者を従事させ

る必要があると認められるものとして厚生労働省令で定める場所（へき地にあるものを除

く。）である場合を除く。）とする。 

一 医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第十七条に規定する医業（医療法（昭和二十

三年法律第二百五号）第一条の五第一項に規定する病院若しくは同条第二項に規定する

診療所（厚生労働省令で定めるものを除く。以下この条及び第四条第一項第十九号にお

いて「病院等」という。）、同法第二条第一項に規定する助産所（以下この条及び同号

において「助産所」という。）、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条第二

十八項に規定する介護老人保健施設（以下この条及び同号において「介護老人保健施

設」という。）、同条第二十九項に規定する介護医療院（以下この条及び同号において

「介護医療院」という。）又は医療を受ける者の居宅（以下この条及び同号において

「居宅」という。）において行われるものに限る。） 

二～三（略） 

四 保健師助産師看護師法第二条、第三条、第五条、第六条及び第三十一条第二項に規定

する業務（他の法令の規定により、同条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診

療の補助として行うことができることとされている業務を含み、病院等、助産所、介護

老人保健施設、介護医療院又は居宅において行われるもの（介護保険法第八条第三項に

規定する訪問入浴介護及び同法第八条の二第二項に規定する介護予防訪問入浴介護に係

るものを除く。）に限る。） 

五～八（略） 

２ 前項のへき地とは、次の各号のいずれかに該当する地域をその区域に含む厚生労働省令

で定める市町村とする。 

一 離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により離島振興対策

実施地域として指定された離島の区域 

二 奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一条に規定する奄

美群島の区域 

三 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和三

十七年法律第八十八号）第二条第一項に規定する辺地 
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四 山村振興法（昭和四十年法律第六十四号）第七条第一項の規定により指定された振興

山村の地域 

五 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）第四条第一項に規定

する小笠原諸島の地域 

六 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定する離島の地域 

七 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和三年法律第十九号）第二条第

一項に規定する過疎地域 

 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則（昭和六

十一年労働省令第二十号）（抄） 

第一条 １ （略） 

２ 令第二条第一項第一号の厚生労働省令で定めるものは、次のとおりとする。 

一 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百

二十三号）第五条第十一項に規定する障害者支援施設の中に設けられた診療所 

二 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第三十八条第一項第一号（中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成六年法律第三十号。次号において「中国残留邦人等支援法」とい

う。）第十四条第四項（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支

援に関する法律の一部を改正する法律（平成十九年法律第百二十七号）附則第四条第二

項において準用する場合を含む。次号において同じ。）においてその例による場合を含

む。）に規定する救護施設の中に設けられた診療所 

三 生活保護法第三十八条第一項第二号（中国残留邦人等支援法第十四条第四項において

その例による場合を含む。）に規定する更生施設の中に設けられた診療所 

四 削除 

五 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十条の四に規定する養護老人ホー

ムの中に設けられた診療所 

六 老人福祉法第二十条の五に規定する特別養護老人ホームの中に設けられた診療所 

七 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成六年法律第百十七号）第三十九条に

規定する養護事業を行う施設の中に設けられた診療所 

 

保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）（抄） 

第五条 この法律において「看護師」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、傷病者若しくは

じよく婦に対する療養上の世話又は診療の補助を行うことを業とする者をいう。 

 

第六条 この法律において「准看護師」とは、都道府県知事の免許を受けて、医師、歯科医師

又は看護師の指示を受けて、前条に規定することを行うことを業とする者をいう。 

 

医療法（昭和二十三年法律第二百五号）（抄） 

第一条の五 この法律において、「病院」とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人の

ため医業又は歯科医業を行う場所であつて、二十人以上の患者を入院させるための施設を

有するものをいう。病院は、傷病者が、科学的でかつ適正な診療を受けることができる便
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宜を与えることを主たる目的として組織され、かつ、運営されるものでなければならない。 

２ この法律において、「診療所」とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のため医

業又は歯科医業を行う場所であつて、患者を入院させるための施設を有しないもの又は十

九人以下の患者を入院させるための施設を有するものをいう。 

 

第二条 この法律において、「助産所」とは、助産師が公衆又は特定多数人のためその業務（病

院又は診療所において行うものを除く。）を行う場所をいう。 

２（略） 

 

介護保険法（平成九年法律第百二十三号）（抄） 

第八条 １～２（略） 

３ この法律において「訪問入浴介護」とは、居宅要介護者について、その者の居宅を訪問

し、浴槽を提供して行われる入浴の介護をいう。 

４～27（略） 

28 この法律において「介護老人保健施設」とは、要介護者であって、主としてその心身の

機能の維持回復を図り、居宅における生活を営むことができるようにするための支援が必

要である者（その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。以下この項

において単に「要介護者」という。）に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学

的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うこ

とを目的とする施設として、第九十四条第一項の都道府県知事の許可を受けたものをい

い、「介護保健施設サービス」とは、介護老人保健施設に入所する要介護者に対し、施設

サービス計画に基づいて行われる看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他

必要な医療並びに日常生活上の世話をいう。 

29 この法律において「介護医療院」とは、要介護者であって、主として長期にわたり療養

が必要である者（その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。以下こ

の項において単に「要介護者」という。）に対し、施設サービス計画に基づいて、療養上

の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生

活上の世話を行うことを目的とする施設として、第百七条第一項の都道府県知事の許可を

受けたものをいい、「介護医療院サービス」とは、介護医療院に入所する要介護者に対

し、施設サービス計画に基づいて行われる療養上の管理、看護、医学的管理の下における

介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話をいう。 

 

第八条の二 この法律において「介護予防サービス」とは、介護予防訪問入浴介護、介護予

防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通

所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予

防特定施設入居者生活介護、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売をいい、

「介護予防サービス事業」とは、介護予防サービスを行う事業をいう。 

２ この法律において「介護予防訪問入浴介護」とは、要支援者であって、居宅において支

援を受けるもの（以下「居宅要支援者」という。）について、その介護予防（身体上又は精

神上の障害があるために入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作の全部若

しくは一部について常時介護を要し、又は日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は
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悪化の防止をいう。以下同じ。）を目的として、厚生労働省令で定める場合に、その者の居

宅を訪問し、厚生労働省令で定める期間にわたり浴槽を提供して行われる入浴の介護をい

う。 

３～16（略） 

 


